
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
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 山形私教連によると、県の来年度予算で以下の授業料補助の上乗せが

提案されたとのことです。 

 

★授業料補助を５９０万円から９１０万円世帯へ月２,０００円の上乗せ 

 （就学支援金と合わせて、年額２４万円→２６万４０００円に） 

 

★９１０万円以上で、子ども３人以上の多子世帯へ月４,９５０円の補助 

 （年額５９,４００円・新設） 

 

「多子世帯」という条件つきではありますが、９１０万円以上の世帯への

補助は東京に次いで２例目となります（金額も同額）。 

２０１０年の制度創設時に確認された「あなたの学びを社会全体で支え

ます」の本来の趣旨は、家庭の収入に関係なくすべての高校生の学ぶ機

会を保障することにあります。今回の補助新設はその実現に向けた前進

の一歩です。 

 

 各県でも来年度予算での制度拡充が進められているとの情報を入手し

ましたら、全国私教連本部にお知らせください。 
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